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令和５年度第１回岩国警察署協議会会議録 

開 催 日 時 
令和５年６月 21日（水） 

午後２時 50分から午後５時までの間 

開 催 場 所 
山口県岩国市麻里布町六丁目 15番 20号  

岩国警察署５階 講堂 

出 

 

席 

 

者 

委  員 

木村委員、塩田委員、藤兼委員、若林委員、安村委員、 

松田委員、牛島委員、中岡委員、原田委員、山田委員、 

福多委員 

計 11名  

警 察 署 

署長、副署長、地域官、刑事官、主幹、警務課長、 

警察安全相談課長、留置管理課長、生活安全課長、地域第一課長、 

刑事第一課長、刑事第二課長、交通官兼交通総務課長、 

交通捜査課長、警備課長 

計 15名  

議 題 警察における経済安全保障に関する取組の推進 

１ 会長挨拶（要旨） 

この度、会長を引き受けることとなった。 

皆さんのご協力を頂きながら会議を進めていきたいと考えているので、どうぞよ

ろしくお願いする。 

 

２ 署長挨拶 

  省略 

 

３ 業務推進状況説明（署長） 

 ⑴ 犯罪情勢 

  ア 刑法犯認知・検挙状況 

  イ 犯罪抑止重点対象犯罪の認知状況 

  ウ 岩国署管内における刑法犯認知件数の推移 

  エ 事件検挙・犯罪抑止の両面における防犯カメラ等の効果 

    （防犯意識の高い岩国市、和木町の取組を紹介） 

 ⑵ うそ電話詐欺発生状況等 

  ア 発生件数・被害額 

  イ うそ電話詐欺被害防止対策 

 ⑶ 交通情勢 

  ア 発生状況 

  イ 交通事故抑止対策 
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 ⑷ 地域安全活動 

  ア 巡回連絡の推進 

  イ 要望把握・問題解決活動の推進 

 ⑸ Ｇ７広島サミット警戒警備の完遂 

 ⑹ 一日警察署長イベント 

 

４ 諮問事項説明 

  警察における経済安全保障に関する取組の推進 

 

５ 協議 

（委員） 

  国の発展を阻害する、国の損失となるような行為に対しては、徹底的な取締りを

お願いする。 

  人口の減少やＧＤＰの減少など、国力の低下が叫ばれる中、サイバー攻撃等によ

る知的財産の流出は、農業や工業等の産業振興が推進できなくなることにつながり

かねないと危惧している。 

  こうした行為に対し、警察で対応できる範囲において、厳しくかつ適正に対処さ

れるようお願いする。 

（警備課長） 

  日本は、世界中で利用されている先端技術に関する情報や最先端の高性能製品を

数多く有していると承知しており、こうした技術情報等を有している企業や大学・

研究機関は、当県、当署管内にも多数あると認識している。 

  政府一体となって経済安全保障対策を推進し、我が国の自律性と優位性の確保を

行うこととされる中、引き続き、警察の役割である「我が国の優れた技術を守るこ

と」「我が国の技術を奪われないようにすること」に取り組んでいきたいと考えて

いる。 

  管内にどのような企業があるのか把握した上で、それらの企業に対する取組を進

めてまいりたい。 

（委員） 

  現在の警察組織の中で、アウトリーチ活動を行っている部署、人員について回答

願う。 

（警備課長） 

  警察庁では、令和２年10月に警備局外事課内に経済安全保障対策班を設置したの

を皮切りに、令和４年４月には同組織を経済安全保障室に発展改組したほか、当県

においても令和３年12月に警備部長を長とする山口県警察経済安全保障対策プロジ

ェクトチームを発足している。 

  このうち、警察署対策班として、警察署長を本部長として警備課内に担当者を置

き、平素から対策に当たっている。 

  なお、いずれも具体的な人員については公にしていない。 

（委員） 
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  県内における、サイバー攻撃やスパイ活動等、経済安全保障に係る事案の発生状

況について説明願う。 

（警備課長） 

  県内においては、サイバー攻撃だと断定はできないものの、個人や企業が受信し

た標的型メールに関する相談や不正アクセス、ウェブサイト改ざんなどの事案を把

握している。 

  国内では、令和４年中、 

    〇 １月 複数の化学企業におけるマルウェア感染事案 

    〇 ５月 大手システム事業者等に対する不正アクセス事案 

    〇 ９月 政府機関等のウェブサイトの閲覧障害事案 

 などが発生している。 

  県内では、大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事件として、平成18年に凍結乾燥

機の北朝鮮向け不正輸出事件を検挙している。 

（委員） 

  関係機関等との連携状況について説明願う。 

（警備課長） 

  県警察では、県のイノベーション推進課と、岩国警察署では岩国市の産業振興部

商工振興課等と連携している。警察庁では、経済産業省を始めとした関係省庁と連

携し、対策を進めている。 

（委員） 

  アウトリーチ活動の具体的な内容について説明願う。 

（警備課長） 

  警察本部のサイバー攻撃等の担当部署と連携して企業等を個別に訪問し、企業等

の管理者や社員、研究員に対し、技術流出防止に資する情報提供を行っている。 

  具体的には、 

    〇 海外や日本国内において確認されている技術流出事案の紹介 

    〇 諸外国による対日有害活動やサイバー攻撃の情勢 

    〇 社内相談窓口の設置等、技術流出防止に向けた対策 

 などを情報提供している。 

  岩国警察署では、昨年７月に岩国商工会議所の会合に出席し、参加した企業関係

者に対して技術流出防止に関する情報提供を実施したほか、本年３月には、当署に

サイバーセキュリティの有識者を招聘し、管内外の医療機関や重要インフラ事業所、

先端技術を有する企業等に対するサイバーセキュリティセミナーを開催するなど、

幅広い取組を推進している。 

  引き続き、こうした機会を設け、企業等に対して技術流出防止等に係る機運の醸

成を図っていきたいと考えている。 

（委員） 

  専門職の配置状況について説明願う。 

（警備課長） 

  専門職の配置はなく、アウトリーチ活動に適切な人材の育成を強化している。 
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具体的には、警察学校における教養や担当者向け研修会の開催を通じ、経済安全保

障に関する活動に従事する上で必要な専門的知識の習得に努めているほか、有識者

による講演の開催やサイバー攻撃対処訓練への参加により、サイバー攻撃に対する

対処能力の向上にも努めている。 

（委員） 

  ＰＲ活動の現状について説明願う。 

（警備課長） 

  県警では、ホームページに経済安全保障に関連するページを掲載しているほか、

当署でも必要な広報、注意喚起を行っていく方針である。 

（委員） 

  人材育成よりもコンピュータ技術の進歩の方が、スピードが早いのではないか。

そもそも法律が追い付いていないという実態もあるが、コンピュータに長けた者の

採用は検討されているのか。 

（署長） 

  ＩＴに精通した人材が欲しいところではあるが、給料面での格差から難しいと思

われる。 

  そこで、県警内でＩＴに長けた者を人選し、専門の機関で研修させたのち、その

職員が他の職員に教養することで育成を進めている。 

（委員） 

  技術流出に関して、県内の発生件数が分かれば教示願う。 

  人材育成を行い専門職を確立するには相当な時間を要することから、経済安全保

障に係る活動の主体は警察庁とし、県警はその窓口という分担が良いのではないか。 

（警備課長） 

  技術流出事案は、県内では認知がない。一方、取締りとしては、先ほど説明した

とおり、凍結乾燥機の不正輸出事件がある。 

  経済安全保障対策に関して、政府一体となって取り組んでいるが、警察では、人

材育成を図りながら、これまでに解明してきた技術情報流出の手口や、それに対す

る有効な対策を企業等に情報提供し、被害の未然防止に重点を置いた取組を推進し

ている。 

（委員） 

  関係機関・団体との連携は大事であるが、組織間の足並みが揃っていないように

思う。企業においても、経済安全保障の重大さを学ぶ機会が不足しているとのこと

であるので、大学や研究機関も加わり、情報交換がスムーズに行われる必要がある。 

  今後は、警察がその主導的立場を担うこととなるだろう。 

（警備課長） 

  委員ご指摘のとおり、関係機関等との連携は大変重要であると考えている。県や

市の関係機関に加え、県警察が主体となって、企業等、大学、警察の産学官による

サイバー訓練等を開催し、本対策の機運の醸成にもつなげている。 

（委員） 

  高校生や中学生に対し、経済安全保障の周知に努めることも必要だと思うので、
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学校での講演なども行ってはいかがか。 

（委員） 

  やはり、経済安全保障に関しては、小さい頃から教育していく必要がある。 

（委員） 

  経済安全保障に関する犯罪は、普通の人が陥ってしまいそうなものだと理解する

ことができ、今回の諮問事項は大変勉強になった。 

 

６ 講評（副会長） 

  テーマが身近でなく馴染みがないものであったため、発言が難しかったと思う。

今はほとんどの人がついていけていないが、安全保障の問題は国はもとより個人に

関わる問題でもあるため、これから議論していかなければならない。 

  大きな議題であっても市民レベルで活発に意見交換しながら会議を進めていきた

いと考えているので、次回もよろしくお願いする。 

 

７ 配付資料 

  警察業務説明資料 

 

 


